
基発第0907005号

平成 18年 9月 7日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

( 公 印 省 略 )

｢健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施について｣等の一部改正に

ついて

健康管理手帳所持者が受ける健康診断の実施については､昭和 47年 9月 30日付

け基発第 653号 ｢健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施 について｣ (以下

｢実施通達｣ という｡)､昭和 47年 11月 29日付け基発第 762号 ｢健康管理手

帳所持者に対する健康診断の実施の運営について｣ (以下 ｢運営通達｣とい うo)､

昭和 48年 6月 1日付け基発第 308号 ｢健康管理手帳所持者に対する受診旅費の支

給について｣ (以下 ｢受診旅費支給通達｣とい う｡)及び平成 11年 12月 1日付け

基発第 682号 ｢｢健康管理手帳交付等関係事務取扱要領｣の策定について｣ (以下
｢事務取扱要領通達｣ とい う｡)においてその取扱いを示 しているところであるが､

今般､健康管理手帳所持者で労働者災害補償保険法 (昭和 22年法律第 50号)の適

用事業場以外の事業場において有害業務に従事 したことにより健康管理手帳を所持す

るに至った者 (以下 ｢労災保険の適用を受けない者｣ とい うO)に係 る取扱いを明ら

かにするため､これ らの通達を下記のとお り改正することとするので､その運用に遺

漏なきを期されたい｡

なお､受診旅費支給通達は､本通達をもって廃止する｡

記

1 改正の趣旨

(1) 健康管理手帳制度の趣 旨等を踏まえると､労災保険の適用を受けない者に対 し

て行われる健康診断に要する費用及びその受診のために要する旅費の支払いにつ

いては､当該労災保険の適用を受けない者が有害業務に従事 していた事業場に係

る事業者から行われるべきものであることか ら､そのための取扱いを実施通達及

び運営通達において明らかにするとともに､受診旅費支給通達に定める内容を運

営通達に統合することとしたことo

(2) 関係法令の改正等に伴 う所要の用語の整理等を行ったこと.



2 実施通達の一部改正

昭和 47年 9月 30日付け基発第 653号労働省労働基準局長通達 ｢健康管理手

帳所持者に対する健康診断の実施について｣の一部を次のように改正するo

(1) 別添の 1中 ｢所持者｣の次に ｢(労働者災害補償保険法 (昭和 22年法律第 5

0号)の適用事業場以外の事業場において有害業務に従事 したことにより健康管

理手帳を所持するに至った者を除く｡)｣を加える｡

(2) 別添の 1の表労働安全衛生法施行令 (昭和 4 7年政令第 318号)第23条第 1
じんもう じん う

号､第 2号又は第12号の業務の項中 ｢腎孟撮影検査｣を r腎孟撮影検査｣に改め

る｡

(3) 別添の 1の表労働安全衛生法施行令第23条第10号の業務の項中 ｢γ-GTP-ZTT｣

を ｢γ-GTP､ZTT｣に改める｡

(4) 別添の2中 r都道府県労働基準局長J を r都道府県労働局長｣に改める｡

3 運営通達の一部改正

昭和47年 11月 29日付け基発第 762号労働省労働基準局長通達 ｢健康管理

手帳所持者に対する健康診断の実施の運営について｣の一部 を次のよ うに改正す

る｡

(1) 記の 2中 ｢都道府県労働基準局長｣を ｢都道府県労働局長｣に改め､記の2の

(1)のロ中 ｢､衛生検査技師｣及び ｢なお､粉 じん業務に係 る健康診断を実施す

る委託医療機関にあっては､けい肺労災病院の実施す る ｢じん肺診断技術等研

修｣を受講 したエ ックス線技師及び肺機能検査技師を有す ることが望ま しいこ

と｡｣を削るo

(2) 記の 3の(1)のハ中 ｢前イの事業場｣を ｢前イの事業者｣に改め､記の 3の(1)

のこの(ロ)中 ｢物又は｣の次に ｢同号 37に掲げる物で｣を加え､記の 3の(1)の

ト中 ｢第 5号｣を ｢第 6号｣に､ ｢第 8号｣を ｢第 9号｣に改め､記の 3の(1)

のルを次のように改める｡

ル 石綿業務に係 る健康管理手帳を所持する者が､前イの事業者以外の事業者

に雇用 され､令第 16条第 1項第4号に掲げる物若 しくは同項第 9号に掲げ

る物で同項第4号に係 るものを試験研究のため製造 し､若 しくは使用する業

務又は労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令 (平成 18年政令第 25

7号)附則第 3条に規定する適用除外製品等を製造 し､若 しくは取 り扱 う業

務に従事 している間及び当該業務から他の業務に配置換えされ､在職 してい

る間

(3) 記の 3の(2)中 ｢都道府県労働基準局長｣を ｢都道府県労働局長｣に改める｡

(4) 記の4の見出し中 ｢支払事務｣を ｢支払い等の事務｣に改め､記の4の柱書中

｢健康診断費｣を ｢健康診断費｣｣に､ ｢支払事務｣を ｢支払い等の事務｣に､

｢都道府県労働基準局｣を ｢都道府県労働局｣に改める｡

(5) 記の 4の(2)中 ｢､同請求書の内容審査及び｣を ｢及びその内容審査､｣に改

め､ ｢記入｣の次に ｢､6(1)に掲げる労災保険の適用を受けない者に係 る関係

機関との協議｣を加える｡



(6) 記の4の(3)中 ｢健康診断費｣の次に ｢(6(1)に掲げる労災保険の適用を受け

ない者に係 る健康診断費を除く.)｣を加え､ ｢庶務課において｣を削る｡

(7) 記の4の次に次のように加える｡

5 健康管理手帳に係る健康診断の受診旅費の支払い等の事務

健康管理手帳所持者に対 して行 う健康診断の受診のために要する旅費 (以下

｢受診旅費｣ とい うO)の支払い等の事務は､別添 3により行 うこと0

6 労災保険の適用を受けない者の取扱い

(1) 定義

｢労災保険の適用を受けない者｣ とは､労働者災害補償保険法 (昭和 22

年法律第 50号)の適用事業場以外の事業場において有害業務に従事 したこ

とにより健康管理手帳を所持するに至った者 (以下 ｢労災保険の適用を受け

ない者｣ とい う｡)をいい､次に掲げる者が該当する｡

イ 昭和 62年 3月 31日以前に日本国有鉄道に在籍 した職員等 (以下 ｢旧

国鉄職員｣ とい う｡)

ロ 地方公務員であった者 (労働者災害補償保険法の適用事業場において有

害業務に従事 していた非常勤職員を除くo以下同 じ.)

ハ 平成 13年 1月 5日以前に郵政省に在籍 した郵政事務官及び郵政技官､

平成 15年 3月 31日以前に郵政事業庁に在籍 した総務事務官及び総務技

官並びに平成 15年 4月 1日以降に日本郵政公社 に在籍 した公社の職員

(以下 ｢旧郵政職員｣とい う｡)

(2) 労災保険の適用を受けない者の取扱いに係る考え方

健康管理手帳制度の趣旨､労働者の安全 と健康確保に係 る労働安全衛生法

上の事業者の責務を踏まえると､退職後の労働者についても､事業者がその

従事 した業務に起因する疾病の早期発見についての措置を幕ずるべきもので

あるo

このことから､労災保険の適用を受けない者に係 る健康診断費及び受診旅

費の費用負担については､旧国鉄職員については独立行政法人鉄道建設 ･運

輸施設整備支援機構において､地方公務員であった者については関係地方公

共団体において､旧郵政職員については日本郵政公社において､それぞれ行

うべきものである｡

(3) 具体的な取扱い

平成 18年 10月 1日以後に労災保険の適用を受けない者に対 して行われ

る健康診断については､健康診断費及び受診旅費の支払いが (2)のとお り行

われることを前提 として､次のイか らチまでのとお り事務を行 うこと｡

イ 健康管理手帳の交付の申請があったときは､その申請者が労働者災害補

償保険法の適用事業場以外の事業場において有害業務 に従事 していた者

(以下 ｢労災保険の適用を受けない申請者｣ とい う｡)であるか否かを確

認すること｡

ロ イの確認の結果､申請者が労災保険の適用を受けない申請者であるとき



は､次に掲げるところによること｡

(イ)当該労災保険の適用を受けない申請者が､①労働者災害補償保険法の

適用事業場においても有害業務に従事 していたことがあるか否か及び②

従事 していたことがある場合には､その期間を確認することOこの場合

において､原則的に､当該期間が労働者災害補償保険法の適用事業場以

外の事業場において有害業務に従事 した期間よりも長い場合には､その

者に係 る健康診断費等の支払いは､都道府県労働局長が行 うこととなる

こと｡

(p)当該労災保険の適用を受けない申請者が､新規事業者 (労働者災害補

償保険法の適用事業場以外の事業場に係 る事業者で､その雇用 していた

労働者についてこれまでに健康管理手帳が交付 されたことがない者をい

う｡以下同じ｡)に雇用 されていた者であるときは､その旨を遅滞なく

本省労働衛生課あて報告すること｡なお､本省労働衛生課においては､

当該報告があった ときは､当該新規事業者が地方公共団体である場合に

あっては総務省に､地方公共団体以外の者である場合にあっては関係省

庁に､それぞれ必要な事項について連絡を行 う.

ハ 労災保険の適用を受けない申請者に対 し健康管理手帳の交付を決定 した

ときは､別紙様式第 3号により遅滞なく本省労働衛生課あて報告す るこ

と｡

ニ 労災保険の適用を受けない申請者に対 し健康管理手帳を交付す るとき

は､別添4のとお り､健康管理手帳に､その者に係 る健康診断費等を負担

すべき事業者の名称を朱書きで記入することo また､当該者に対 し､次に

掲げる事項を説明すること｡なお､ (ハ)についての説明は､行政機関の

保有する個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 58号)第 4条

の規定による利用 目的の明示として行 うものであること｡

(イ)健康診断の実施､健康診断費等の支払い等については､当該者が有害

業務に従事 していた事業場に係る事業者が行 うべきものであり､その方

浜は､別添 5の 1の方法によるものであることo

(ロ)当該事業者が行 う健康診断及びその受診旅費の請求に係る連絡先 (当

該事業者が新規事業者である場合にあっては､これ らの事項を追って説

明する予定であること｡)

(ハ)健康管理手帳が交付 されたことについて､当該事業者 (当該事業者が

地方公共団体である場合にあっては､当該事業者及び給務省)に連絡す

る予定であること｡

ホ 労災保険の適用を受けない申請者に対 し健康管理手帳を交付 した場合で

あって､当該申請者を雇用 していた事業者が地方公共団体であ り､かつ､

新規事業者でないときは､当該交付の決定について遅滞なく当該地方公共

団体あて連絡すること｡なお､当該事業者が地方公共団体以外の者である

ときは､これ らに相当する事項は本省労働衛生課において行 う｡

- 労災保険の適用を受けない申請者に対 し健康管理手帳を交付 した場合で

あって､当該申請者を雇用 していた事業者が地方公共団体であり､かつ､



新規事業者であるときは､次に掲げるところによること｡なお､当該事業

者が地方公共団体以外の者であるときは､これらに相当する事項は本省労

働衛生課において行 う｡

(イ)別途本省労働衛生課か ら連絡す る地方公共団体の連絡先に対 し､健康

管理手帳制度の概要､労災保険の適用を受けない者に係る取扱い等必要

な事項を説明 した上で､当該地方公共団体における健康管理手帳所持者

に対す る健康診断の実施方法､健康診断費等の支払いの方法等につい

て､書面による情報提供 (当該書面の例 として､別添 5を参照)を求め

ることO

(ロ) (イ)の情報提供があったときは､遅滞なく本省労働衛生課あて報告す

るとともに､ニの健康管理手帳を交付 した者に対 し､この (ロ)に掲げる

事項を説明すること｡

ト 労災保険の適用を受けない者か ら健康診断費等の支払いについて相談が

あった場合であって､当該支払いを行 うべき事業者が地方公共団体である

ときは､都道府県労働局において､当該地方公共団体 と協議を行 う等の対

応を行 うこと｡また､当該支払いを行 うべき事業者が地方公共団体以外の

者であるときは､本省労働衛生課あて報告することo

チ イか ら トまでに掲げるもののほか､健康管理手帳の交付､書替え及び再

交付の手続については､平成 11年 12月 1日付け基発第 682号 ｢健康

管理手帳交付等関係事務取扱要領｣に掲げるところによることo

(8) 別添 1中 ｢労働基準局長｣を ｢労働局長｣に改め､契約書第 2条を次のように

改める｡

第 2条 乙は､手帳を所持する者 (労働者災害補償保険法 (昭和 22年法律第 5

0号)の適用事業場以外の事業場において有害業務に従事 したことにより手樵

を所持するに至った者 (以下 ｢労災保険の適用を受けない者｣とい う｡)を除

く｡)に対 し､健康管理手帳に係る健康診断を実施 し､甲は､乙が当該健康診

断の実施に要 した費用を乙の請求に基づき支払 うとともに､乙が手帳を所持す

る者で労災保険の適用を受けない者に対 し健康診断を実施 した場合には､必要

に応 じ､当該健康診断の実施に要 した費用の支払いが適切に行われるよう関係

機関と協議を行 う｡

(9) 別添 2の題名及び 1から3まで中 ｢都道府県労働基準局長｣を ｢都道府県労働

局長｣に改め､別添 2の6中 ｢都道府県労働基準局長への請求｣を ｢請求｣に改

め､ ｢行 う都道府県労働基準局長｣を ｢行 う都道府県労働局長｣に改め､別添 2

の7中 ｢費用｣の次に ｢(契約書第 2条に規定する労災保険の適用を受けない者

に係る費用を除 くo)｣を加え､ ｢都道府県労働基準局長｣を ｢都道何県労働局

長｣に改め､別添 2の9の次に次のように加 える｡

10 委託医療機関が健康診断に要 した費用の うち､契約書第 2条に規定す る労災



保険の適用を受けない者に係 る請求については､ ｢健康管理手帳所持者 に対す

る健康診断の実施の運営について｣ (昭和 47年 11月 29日付け基発第 76

2号労働省 労働基準局長通達)記の 6の (2)に掲げる区分の とお り行 うもの と

し､その支払いについては､当該請求の相手方の定めるところによるもの とす

るO

(10)別添 3を次のように改める｡

別添 3

健康管理手帳所持者に対する受診ノ旅費の支給要額

1 趣 旨

労働安全衛生法 (昭和 47年法律第 57号)第 67条第 2項に基づき､圏が

健康管理手帳所持者 (労働者災害補償保険法 (昭和 22年法律第 50号)の適

用事業場以外の事業場において有害業務に従事 したことにより手帳を所持す る

に至った者 (以下 ｢労災保険の適用を受けない者｣ とい うD)を除 く｡)に対

して行 う健康診断の受診の促進 を図るため､この要領の定めるところによ り､

その受診のために要する旅費 (以下 ｢受診旅費｣ とい う｡)を支給す る｡

2 支給対象者

受診旅費は､委託医療機関において､厚生労働大臣の定める健康診断 (以下

｢健康診断｣ とい う｡)を受診 した者 (労災保険の適用 を受けない者を除 く｡

以下 ｢受診者｣ とい う｡)に対 して支給す るもの とする｡

3 支給の範囲

受診旅費は､受診者が最 も経済的な通常の経路及び方法により旅行 した場合

に次の範囲で支給する｡

イ 受診旅費の種類は交通費 と宿泊料 とす るO

ロ 交通費は､受診者が公的交通機関 (バス､電車等をい う｡)を利用 して､

その居住地 と最寄 りの委託医療機関を往復す るために要す る普通旅客運賃 を

支給す るO

ハ 宿泊料は､地理的事情等により､宿泊の必要があると認 められる場合に限

り一夜につき6,600円を限度 として実費額を支給す る｡

4 手続

受診 旅 費 の支給 を受 けよ うとす る者 (労災保 険の適用 を受 けない者 を除

く｡)は､委託医療機関に備え付けられた健康管理手帳に係 る健康診断受診′旅

費請求書 (別紙様式第4号)に必要な事項 を記入の うえ押印 して､都道府県労

働局長あて請求す るもの とする｡



5 受診旅費の支給は､受診者の請求に基づき､都道府県労働局長が行 うものと

する｡

6 請求を受けた都道府県労働局長は受診の事実を委託医療機関からの ｢健康管

理手帳所持者に係 る健康診断費請求内訳書 (別紙様式第 2号)｣により確認す

るとともに請求書の内容を十分審査 し､不正受給の防止に努めるものとする｡

7 健康管理手帳所持者で労災保険の適用を受けない者に対 して行われる健康診

断の受診のために要する旅費については､必要に応 じ､その支払いが適切に行

われるよう関係機関と協議を行 う｡

8 本要額は､平成 18年 10月 1日から実施する｡




















